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平成２９年 ８月６日 提出 

1.視察概要 

会 派 名 公明党 

視察者名 山田和明、横山悦子 

日  時 平成 29 年 7 月 25 日（火）14:00～16:00 

視 察 先 広島県東広島市 

出 席 者 
東広島市産業部産業振興課参事兼企業立地推進室長 細谷和志氏 

東広島市産業部次長兼産業振興課長 南博文氏 

 

2.視察内容 

視察項目 1.企業誘致施策・企業立地ナビについて 

視察内容  

1.企業誘致施策・企業立地ナビについて 

 

○事業の概要 

 東広島市では、昭和 49 年の市制施行以来、「賀茂学園都市建設」及び「広島中央テク

ノポリス建設」の 2 大プロジェクトの推進により、都市基盤・産業基盤の整備を進めてき

た。 

 現在では、高速道路網や鉄道、隣接する広島空港等の充実した広域交通網の発達、

広島大学等 4 大学の立地や、産学官の研究機関が集積する「広島中央サイエンスパー

ク」等知的資源の集積により、企業活動にとって魅力的な環境が整備されている。 

 

○産業振興課の組織体制と事務分掌 

 産業振興課（17 名・非常勤 3 名含）は、労政係で雇用・労働行政、産業人材育成を、新

産業創出係で新産業の創出・育成・支援、産学金官の連携推進を担当している。また、

企業立地推進室（5 名）は、企業振興係で産業団地、企業誘致・留置、試験研究機関の

支援を担当し、広島大学産学・地域連携センターへ 1名派遣している。 

 

○産業振興課の主な事務事業 

〈労政係〉 

（1）雇用安定促進事業 

・東広島市雇用対策協議会の活動支援 

・広報型インターンシップ事業 

・テレワーク推進事業 

・誘致企業への雇用助成 

（2）企業民主化推進助成事業 

・協議会への運営補助 

（3）障害者雇用促進事業 

・障害者雇用奨励金の交付 

（4）職業能力開発助成事業 

・就職支援講座等の実施に対する支援 

・就職及び訓練支援員の配置に対する支援 

（5）勤労者福祉推進事業 

・東広島市勤労福祉センター及び安芸津共同福祉会館の管理運営 

・中国労働金庫預託金 

〈新産業創出係〉 

（1）中小企業事業高度化支援事業 

・ものづくり新事業展開支援事業 

・食品加工産業の育成支援 



 

・インターネットショップの活用販売促進 

・クラウドファンディングの普及啓発促進 

・ものづくり優良企業の表彰 

（2）ベンチャー企業育成事業 

・研究開発支援施設の活用促進 

・ひがしひろしま創業塾 

・創業支援 

・東広島市新産業創造センター管理運営 

（3）産業人材育成・定着促進事業 

・市内企業のものづくり技術高度化に向けた支援 

・ものづくり人材の育成 

・3D プリンタ研究会事業 

・児童生徒発明くふう展の運営支援 

・少年少女発明クラブの運営支援 

〈企業振興係〉 

（1）企業誘致促進事業 

・助成金の交付 

・企業誘致及び留置活動の推進 

（2）寺家地区産業団地造成事業 

（3）産業団地整備事業 

以上の組織体制及び事務事業について担当課より説明を受け、企業誘致関連施策の背

景・内容等の理解を深めた。 

 

○立地企業からの行政に対する主な要望について 

 企業訪問では、市内製造業事業所を年間 100 社以上訪問し、景況感や行政への要望

を受けている。体制では産業振興課職員の他、商業観光課、広島大学、広島県企業誘

致担当課と連携して実施し、実績としては平成 26 年度 101 企業、27 年度 121 企業、28

年度 105 企業等となっている。なお、市内の製造業事業所は約 500 あるが、企業情報の

把握は商工会議所や信用調査会社からの情報提供により実施している。 

 市内企業懇談会では、市内事業所（製造業、研究開発施設、公官庁）の集う説明会及

び交流会を開催し、行政からの情報発信の他、市内事業所の要望を受けている。体制で

は産業振興課職員の他、市内大学、産業支援機関、行政機関と連携して実施し、実績と

しては平成 27年度参加者約 66名、28 年度参加者約 80 名となっている。 

 この結果、平成28年度企業訪問では、直面する経営課題として人材確保が最も多く 66

社、次世代育成が23社と、人材関係が全体の約半分（47%）を占めており、近年の人手不

足の影響があってか若い世代の人材確保・育成という課題が深刻さを増している。 

 また、行政等に対する要望では、研究開発では研究開発支援資金や連携企業の紹

介、販路拡大では行政による企業の PR や商談会等開催、融資制度の充実では要件の

緩和や金利の引き下げと回答した企業が多く、人材育成においては研修会開催が突出

して多いとのことで、地方創生に関連した地域の特産品・資源では、ふるさと名物の開

発・販路拡大事業や農商工連携による新事業展開のおける支援策、新ビジネスの創出

では、第二創業支援に対する支援等を望む回答も寄せられたとの事であった。 

 

○税の優遇策と期間について 

（1）東広島市企業立地助成金（平成 27年度～31 年度） 

 工場等の新設・増設に係る助成で、操業以後の固定資産税額相当額の助成を実施し

ているが、税優遇措置ではない。 

（2）広島県企業立地促進助成制度 

 工場等の新設・増設に係る助成を実施しているが、税優遇措置ではない。 

（3）固定資産税の不均一課税 

 地域再生計画に基づく地方拠点強化税制の一環で、条例による地方税（固定資産税）

の優遇措置を実施している。 

 



 

【考察・所感・提言等】 

東広島市では、産業振興課職員を中心に、年間 100社以上の企業訪問や市内企業懇

談会を開催する等で情報提供や収集に努めており、また、将来の産業人材の育成事業

として、市内の小中学生を対象に「少年少女発明クラブ」も運営しているとのことでありま

した。 

この様な各種施策を積極的に展開する中で、『企業立地 NAVI』を発行し企業誘致等に

活用されており、主な内容として交通アクセス・学術研究機関の紹介・災害リスクや気候・

立地企業の紹介・生活環境の紹介・助成制度や産業団地の紹介等を分かりやすく掲載し

ている。特に、住みよく子育てしやすい環境も紹介され、この様な視点も重要であることを

改めて認識した視察となりました。 

本市においても、企業誘致に繋がる諸制度や工業団地の造成、工業振興助成等に取

り組んでいるが、大崎市全体の生活環境や景観等も積極的に広報することで好感度を

高めていくことも大切であり、各部課の連携が今後益々図られていくことを期待し報告と

します。 

 

[添付資料] 

・視察時写真 

・「東広島市企業立地 NAVI2016」 

・「平成 29 年度中小企業等のための支援制度ガイドブック」 

・東広島市の産業振興について 

・各種施策及び施設紹介チラシ 

※2 会派合同視察研修のため、添付資料は大崎ニューネット会派分にて提出致します。 

 

他会派との 

合同実施 
・大崎ニューネット 

以 上 


